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和解案提示理由書 
１ 本件は、自宅不動産についても、貸家（借地権を含む。）についても、全損と評価した。その

理由は、次のとおりである。 
２ 年間積算線量５０ミリ Sv 超の地域を帰宅困難区域とするのが基本的な考え方とされ、年間
積算線量５０ミリ Sv超が空間線量率９．５μSv/h以上に相当するとされているところ、本件
の自宅の所在地（省略）や貸家の所在地（省略）から○メートルにある最も近い測定地点の空

間線量率は、３．８μSv/h以上、９．５μSv/h未満であるから（省略）、本件の自宅と貸家は
帰還困難区域に指定されない可能性がある。 
しかしながら、人間は、行動する社会的存在である。空間線量率の低い場所にじっと留まっ

ているだけでは生きてはいけない。日常生活を送るための買い物のために、自宅から離れた場

所に出かけていく必要がある。勤労や就学のためには、自宅から離れた地に往復しなければな

らない。不動産の価値ないし価格の減少を検討する際には、対象不動産の所在地１点ではなく、

その周辺地域も含めて、人の社会的・経済的活動を成り立たせるだけのある程度の広がりを持

った面で考える必要がある。 
 この観点に立って、本件の不動産について検討すると、自宅、貸家の僅か○㎞（省略）には

１９μSv/h以上の地点があり、これらの周辺には駅、役場、病院、学校等の生活に必要不可欠
な施設が多数存在する。○㎞は大人が歩いて○分で行き着く地点である。また、○方向には○

㎞未満の地点に１９μSv/h 以上の地点が多数あり（省略）、これらの地点が帰還困難区域に指
定されることは明らかである。以上の地点を含むコミュニティの回復なくして本件の不動産を

起点として社会的・経済的活動を営むことはできない。そうすると、本件の自宅や貸家も社会

的な効用を失ったと言わざるを得ない。 
また、財物の価値ないし価格は、当該財物の取引等を行う人の印象・意識・認識等の心理的・

主観的な要素によって大きな影響を受けるものであるが（中間指針第３の１０備考３）、福島第

一原子力発電所から本件の不動産までは○㎞程度しか離れていない。このことに照らしても、

本件の不動産の市場価値は当面失われたと認めるのが相当である。 
３ 以上の点から、「全損」と評価した次第である。 
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